岩国市の暫定支給決定対象サービスに係る暫定支給決定について

１ 暫定支給決定の概要
利用者本人の希望を尊重し、より適切なサービス利用を図る観点から、利用を希望する事業について、①当該事業の継続利用についての利用者の最終的な意向の確認、②当該事業の利用が適切かどうかの客観的な判断を目的として、短期間の支給決定を行うもの。

２ 暫定支給決定の有効期間
　 ・自立訓練（機能訓練、生活訓練、宿泊型自立訓練）…２ヶ月間

・就労移行支援（就労アセスメントを除く）…２ヶ月間
・就労移行支援（就労アセスメント）…５日以上２ヶ月以内
・就労継続支援Ａ型…２ヶ月間
３ 本支給決定
暫定支給決定期間経過後、引き続きサービス利用を継続する場合の支給決定（本支給決定）については、以下のとおり取り扱うこととする。

1 手続
サービス提供事業者は、暫定支給決定期間の利用にかかる評価結果報告書に下記のア～ウを添付し、暫定支給決定有効期間終期の14 日前までに、当市及び当該利用者に計画相談支援を提供する指定特定相談支援事業者に提出する。
ア 利用者のアセスメント内容
イ 個別支援計画
ウ 計画に基づく支援実績
※ 様式については、各事業所任意とする。
※ 提出期限を超過することが無いよう留意すること。

② 支援計画等の評価及び支給決定
市では、上記①の支援計画等の内容を精査し、本支給決定が適当と認めるときは、暫定支給決定期間を含めて最長１年間（就労継続支援Ａ型の場合は３年間）の範囲で必要な期間の支給決定を行う。

③ その他留意事項等
ア 暫定支給決定から本支給決定への移行にあたり、当該事業者から改めての契約内容報告書の提出は不要とする。

イ 就労継続支援Ａ型のうち、雇用契約を締結する利用者については、まず暫定支給決定期間の雇用契約を締結し、期間終了後に改めて期間の定めのない雇用契約を締結すること。（暫定支給決定初日から期間の定めのない雇用契約を締結し、その後、本支給決定に至らなかった場合、当該利用希望者に解雇予告手当を払う義務が生じるため。）
